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1.はじめに
グローパリズムの流れと並行して，地域化・ブロック化というリージョナリ
ズムの動きも世界的な趨勢になってきた。ところが，東アジア地域の場合，日
本を中心として韓国，中固などの域内における経済的相互依存度は高まりつつ
あるにもかかわらず，他の地域と比べて地域貿易協定の動きは立ち遅れていた。
日・中・韓の北東アジアの経済大国を含む東アジア経済圏の形成は議論され
ながらもなかなか進展が見られていない。東アジア地域における経済協力，特
に，韓・日・中の3国間における経済協力体制の構築と関連して重要な特徴の
一つが，その潜在力とともに様々な制約要因を同時に内包していることである。
最近になって，北東アジアの3固にも地域経済統合への動きは次第に活発化し
てきており，その実現可能性は高いといえる。
21世紀の東アジアでは国家間・地域間の経済的相互依存度が高まるなかで，
域内経済協力強化のための国際的・地域的枠組作りが進んで行くと思われる。
東アジア及ぴ北東アジアにおける地域経済協力枠組作りと関連しては，短期的
には現在政府間交渉中の韓日自由貿易協定（FreeTrade Agreement，略称FTA)
を早期に締結すべきであり，そして，それを出発点として北東アジア，東アジ
ア自由貿易地域の形成に取り組むべきであろう。
本稿では，東アジア地域・諸国の多国間経済協力枠組作りのあり方と関連し
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て，その前提となる韓日FTA及び韓日中FTAを中心に考察する。特に， 日韓
中3国間のFTA締結と関連した最近の動きと各国のFTA政策，そして，その
戦略的な側面に焦点を当てて考察する。
2.甚大する地域主義
(1) 地域主義の世界大の活発化
グローパリズムの流れと並行して，地域化・ブロック化というリージョナリ
ズムの動きも世界経済システムの流れのひとつになっている。複数の国が制度
的な枠組を持った地域統合協定を締結し 加盟国で構成する一定の地域内で貿
易障壁の撤廃などの手段により地域的な連携を強めようとするものが「地域統
合J(regional integration）である。地域統合には様々な類型があるが，最近
の地域主義の動きを見ると，多様性が増しており，自由貿易協定，関税同盟，
共同市場などといった伝統的な枠組ではもはや捉えられなくなってきてい
る（註I）。
このような地域統合の形成の動きは90年代に入ってから自由貿易協定を中心
に活発化している。世界貿易機構（WTO）に通報され現在発効中の世界のFT
Aは，欧州経済共同体（EEC）設立を目的とした1958年発行のローマ条約をス
ター トとして， 2003年10月現在155件となっている。そのうち1950年代から80
年代の30年間は計24件にとどまっていたが， 1990年代に入ってから増え始め，
特に， 90年代半ば以降増加ベースが加速している。図1で示されているように，
2003年10月現在FTAの発効件数155件のうち， 95年以降結ぼれたFTAが全体の
65%に相当する100件に達している。さらに， WTOは実行・交渉中を含めて
2005年までに300件に達すると予想しているなど， FTAを中心とした地域主義
の拡散趨勢は今後も持続されることが予想される。
FTAを地域別に見ると，欧州・中近東・地中海地域が76件で過半数を占め，
中東欧・ CIS地域が42件，次がアジア太平洋の12件などの順になっている。欧
州・地中海地域のFTAが多いのはEUの積極的なFTA締結方針による。 EUは
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中東欧諸国と将来のEU加盟を前提としてFTA締結を進め，地中海諸国とは欧
州、卜地中海自由貿易圏構想の下で欧州・地中海諸国連合協定を通じて包括的な
FTA締結を進めてきた。一方東アジアの地域主義傾向は世界的潮流への遅
れ馳せながらの参加といえる。 1997年のアジア通貨危機以降地域主義への関心
が高まっていたが， 2000年までに世界のGDP30位までの主要国・地域でFTA
に参加していないのは北東アジアの日本・韓国・中国・香港・台湾だけであっ
た。 2004年4月現在，東アジア域内国同士のFTAはASEAN自由貿易地域
(AFTA）と日本・シンガポールのFTAだけである。
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90年代以降FTAが世界的に拡大した背景としては次のような要因が考えら
れる。
第1に， WTO体制の下での多国間交渉が難航したことが，欧米先進国を中
心とした「WTO離れ」に拍車をかけたことである。 WTOは発展途上国を中心
とした加盟国の増加，途上国と先進国との利害対立などにより，新しいルール
づくりの推進力が低下した。このため，貿易ルールの強化や一層の自由化を，
とりあえず利害の一致する一部の固の間で導入することにより，域内貿易の拡
大と経済の活性化を図ろうとする動きが強まったのである。
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第2に，発展途上国における「外向き， outwardlookingJへの政策転換が
地域主義の動きに弾みをつけた。多くの途上国が，国内市場の狭さなどの理由
から外資依存的な輸出志向工業化政策に転換し，徐々に貿易・投資の自由化や
規制緩和を進めたが，こうした動きが域内の貿易・投資の自由化を目指すFT
Aの形成に結びついた。
第3に，冷戦の終結とともに，中東欧諸国をはじめとする旧社会主義諸国が
市場経済化を通じた経済発展を目指す動きを本格化させたことである。こうし
た体制移行国の市場メカニズ、ムの導入といった経済改革の過程で，市場アクセ
スの確保と外国投資の誘致の手段として地域統合への関心が高まった。
(2) 最近のFTAの特徴
1990年代の半ば以降急増しているFTAとは，複数の国・地域が加盟国聞の
関税や非関税障壁の撤廃を通じて，貿易拡大や経済関係強化を図る取り決めを
指すが，最近のFTAでは，財貿易の自由化のみならず，サービス貿易，投資
など幅広い分野が含まれるようになった。 FTAは，加盟国の合意で勝手に作
ることができず， WTOの定めた条件（GATT第24条）に合致していなければ
ならない伽）。それはFTAがWTOの無差別原則の例外として認められている
からである。
最近のFTAの特徴を見ると，第1に，その「自己増殖Jの力が動いて，欧米
を中心に同一地域でのFTAの拡大が目立っていることである。 EUは2004年5
月から中欧など10カ国を新メンバーに迎え 25カ国に拡大した。米州地域では
北米自由貿易（NAFTA）協定を中心に中南米との連携を強めており，キューバ
を除く北米・中米・南米の米州34カ国が2005年までに米州自由貿易地域（FTAA)
の創設を目指して交渉中である。
第2に，地域横断的なFTA締結とFTA聞の連携が活発化していることであ
る。 2000年以降は，日本・メキシコ， EU・メキシコ，韓国・チリなど多くの
地域横断的なFTA締結への動きが活発化している。さらに， EU・ MERCOSUR 
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やEU・アンデス共同体などFTA同士の連携の動きも活発化している。こうし
た地域横断的FTAやFTA間の連携の拡大は，世界経済のグローパル化ととも
に，域外市場へのアクセスの促進，他の地域統合に対する牽制と交渉力の強化
という戦略が背景にある。
第3に，メキシコ，チリ，シンガポールなどのようにFTAを通商政策の柱
に据え， FTAのハブ（hub）となることを目指す国が増えていることである。
その中でもメキシコが最も積極的である。メキシコは， 1994年のNAFTA発効
以降FTAの締結を加速化させ，イスラエル（2000年7月発効）， EU （同年7
月）とFTAを締結し，締結先は31カ国，協定数は10件を数える。シンガポー
ルもアジア通貨危機以降，従来のASEAN域内協力優先姿勢から転換し，域外
の各国と積極的にFTAの締結に取り組んでいる。このような通商戦略は，有
利な市場アクセスを確保し，締結相手の資本を導入しようとする狙いがある。
第4に，最近のFTAは，商品貿易の自由化からサービス貿易，知的所有権，
投資，労働，電子商取引，環境，各種制度の調和など， WTOにおいても十分
にルール・メイキングが進んで、いない分野まで拡大されている。こうした動き
はグローパル化の進展で企業の多国籍化が進み，しかもその活動内容が複雑化
するとともに地球環境などに与える影響も無視できないからである。このよう
なルールは本来WTOの下で多角的なルールとして取り決める方向にあったが，
新ラウンド立ち上げに時間がかかったこと，加盟国増加によるWTOでの意思
決定の遅延などから，迅速かっ柔軟な合意が可能なFTAでWTOを先取りした
ルールを取り決める動きが強まったのである。
一方， FTAの経済的効果については，表1で示されているように，さまざ
まな議論がなされてきたが，加盟国聞の関税・非関税障壁の撤廃による貿易拡
大，加盟国への外国人投資の増加などに加え，近年は競争の活発化や経済改革
の促進などの効果も重視されている（削）。 FTAは長らく，加盟国に排他的な利
益を供与する閉鎖的な貿易政策と考えられていたが，最近は開放的な貿易政策
のチャンネルとみなされている。 WTOもFTAを世界経済自由化のプラスの影
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響を持つと評価している。
表1 地域統合の経済的効果
内 合，ーで・
貿易創出効果
域内の貿易障壁撤廃により，域内貿
易が拡大
静
域内の貿易障壁撤廃により，輸入先
肯’ctg旬、
貿易転換効果 が域外の生産国から域内国に転換さ
的
れる効果
効
域外からの輸出の減少によって域外
果
交易条件の効果 の輸出価格が低下し，域内の交易条
｛牛が改善する
域内の貿易障壁の撤廃により市場が
動 市場拡大効果 拡大し，規模の利益による費用低減
肯＂tga、 が可能になる
的 域内市場開放による競争圧力が高ま
競争促進効果
効 り，生産性が高まる
果 域外企業の市場アクセス悪化による
投資転換効果
域内国への投資拡大
3.韓・日・中自由貿易協定への展望
( 1) 東アジア経済圏形成への動き
域内国 域外国
＋ 十
＋ 
十
＋ ＋ 
＋ 
日本・韓国・中国という北東アジアの経済大国を含む東アジア諸国は，アジ
ア通貨危機が起こるまでは地域貿易協定には消極的であった（制）。また，域内
経済協力の進め方もASEANのコンセンサス重視や内政不干渉などに示されて
いるように緩やかな協力，自主的な協力が望まれ，条約などによる制度的な統
合ではなかった。東アジア諸国の経済統合に対する消極的な姿勢の背景には，
東アジア諸国がWTOを軸とした自由貿易政策から積極的な輸出拡大と外国人
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直接投資の受入れを通じて高度成長を達成してきたことがある。
しかし，アジア通貨危機を契機に東アジアにおける地域協力の必要性を強く
認識するようになった。すなわち，東アジア諸国は通貨危機を克服した段階で，
その再発を防いで持続的な成長を確保するためには域内における経済協力体制
の構築が必要であることを強く認識したのである。東アジアの各国は地域レベ
ルでの協力体制の構築を通じて囲内の各種の構造的欠陥を改善し，自由化と規
制緩和による競争力を強めなければ，激しくなる国際競争に勝てないことを認
識し始めたといえる。さらに，世界的にFTAが急増することで， FTAに参加
しないことによる不利益（機会費用）が大きくなっていること，拡張し続けて
いるEU・ NAFTAへの対抗意識の高揚も東アジア経済圏成立への動きを促す
要因となった。
東アジア地域では， 2国間・地域間FTAが進むなかで，残りの国々も取り
残されまいとして自由化に参加するようになる，いわゆる「競争的自由化
competitive liberalizationJの動きが強まっているといえる。これまで伝統
的な多角主義への執着が強かった日本と韓国も，このような競争的自由化が強
まっている中で，地域主義も重要な通商政策の選択筋として取り入れた柔軟な
対応をしなければ，いたずらに自縄自縛になりかねないことを認識し始めたとい
える。
最近の東アジアにおける地域協力の枠組作りは多層的な展開を見せており，
かつ，その効果や影響に関する認識が陵味なまま実際に協議が進められている
感じさえする。東アジア地域においては，従来ASEAN＋中国， ASEAN十日
本などASEANを中心とする複数回聞で経済協力関係の強化が進められてきた
が，最近になって日本・シンガポール，日本・タイ，日本・韓国などに見られ
るように2国間でのFTA締結を目指す動きも活発化している。 2002年1月に
は日本とシンガポールがFTAを結び，韓国とチリも2003年2月にFTAに公式
署名した。その一方で， ASEANlO+3 （日本，中国，韓国）というより広範
囲の地域協力枠組が模索されている。
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東アジア全体を取り込む東アジア自由貿易協定（theEast Asian Free Trade 
Agreement，略称EAFTA）の成立と関連してASEAN+3, 2国間FTAなどを
結ぶプロセスが漸次進んでいくであろうが，どのプロセスも実現にはかなりの
時聞がかかるであろう。
最近もっとも活発な動きを見せているのが， 2国間・地域間FTAの動きで
ある。このような二国間FTAの場合， FTAごとに異なる原産地規則（外国産
原材料をどの程度以上使用すると外国製品と規定されるかなどの基準）が設定
されると，域内で取引されるものについてきわめて複雑な制度が適用されるこ
とになる。すなわち， FTAごとに原産地規則を修正しなければならないため，
その後の東アジアFTAの枠組の下での標準化の困難が予想されるなど各国聞
の意見調整が難しくなる可能性がある（断）。さらに， 2国間FTAの場合，日本・
シンガポールの例のように各国の状況を反映した敏感品目を中心とした例外品
目を認めるケースが多く，そのような動きが他の固においても影響を与え，結
局東アジアFTAの障害になりかねない。
また， ASEANを中心に日韓中3国がそれぞれFTA締結を進めているが，そ
れにも多くの障害が存在している。現在，中国がASEANとのFTAに一歩進ん
だように見えるが，中国， ASEANともにその前に克服しなければならない多
くの内部の問題を抱えており，中国・ ASEANのFTAが可能であるとしても意
味あるFTAまで発展するには相当の時聞がかかるであろう。中国は，香港を
含む国内経済の格差問題，また，政治・経済システムも市場経済とは異なる点
も多く，リスクと不確実性を持つのも事実である。
ASEANの場合も， AFTAを一層深化させる努力が先決であり，特に，カン
ボジア，ラオス，ミヤンマー，ベトナム（いわゆるCLMV諸国）に対する配
慮、が必要となる伽）。これらの新加盟国の経済発展は，他のASEAN加盟国に
比して著しく遅れており， ASEAN域内の経済格差の解消が大きな課題になっ
ている。それが解決されなければAFTAを進化させることは難しい。中国が
ASE ANにFTAを持ちかけたのは 経済的な側面というよりも政治的理由が強
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いのが事実である。すなわち，中国が積極的にFTAを推進する背景には，中
国経済の急成長による周辺国との貿易摩擦や中国脅威論を防ぐとともに，東ア
ジア地域での影響力を強め，リーダーシップを確保しようとする政治的思惑が
ある。
東アジア地域の経済統合と関連して重要な特徴の一つが，その潜在力ととも
に様々な制約要因を同時に内包していることである。東アジア地域の経済協力
の潜在力とは，この地域の各国聞の賦存要素の補完性である。単純に考えても
日本の先端技術と資本，韓国の生産技術と開発経験，中国の膨大な潜在市場と
労働力などから東アジア経済協力の潜在力が大きいことを意味している。その
一方で，さまざまな制約要因もある。
まず，同地域の各国が様々な面で多様性に富んでいることである。東アジア
各国は，経済発展段階に大きな差異があり，政治・経済体制や歴史的・文化的
背景なども大きく異なっている。経済体制にしても成熟した市場経済国（日本，
韓国），社会主義市場経済国（中国），社会主義国（北朝鮮）が共存している。
このような多様性は相互理解を困難にし，経済統合を妨げる要因となっている。
一般的には，多様性は相互補完性の裏返しでもあり，新たな経済協力の可能性
が大きいことを意味する。しかし，あまりにも大きな違いは経演協力や経済統
合にとって障壁となる。
また，この地域に冷戦時代の残浮ともいえる政治・歴史の問題が今なお存在
しており，国家聞の対立や不信感が依然として残存している。韓国と北朝鮮の
緊張関係，まだ国交がない日本と北朝鮮の問題，日本・韓国・中国との聞の歴
史認識の食い違いなどが交流の障害になっている。また，日中の間には領土問
題も存在しており，東アジアの平和，安定，信頼関係の確保が経済統合の前提
条件となっている。
(2) 韓・日・中FTAの動き
韓日中の3国聞の経済協力の枠組作りと関連した最近の動きを見ると，中国
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が最も積極的な姿勢を示している反面，日本は今一歩踏み込めないでいる。
1999年1月の韓日中首脳によるマニラ会議での合意を受けて， 2000年1月から
各国の代表研究機関，すなわち韓国の対外経済政策研究院（KIEP），日本の総
合研究開発機構（NIRA），中国の国務院発展研究院（DRC）が貿易・投資問
題を中心に研究を行っている。さらに，中国は2002年1月，カンボジアのプノ
ンペンでの3国首脳会談で共同研究テーマを「日韓中FTAの実現可能性」と
することを提案し， 2003年10月，インドネシアのパリ島で行われた3国の首脳
会談でも， 3国聞のFTAの早期実現の必要性を強調するなど積極的な姿勢を
見せている。これに対して，日本は，まずは中国のWTO加盟後の約束事項の
履行状況を見守る必要があり，韓日中FTAについては中長期的な視点から検
討すべき課題であるというスタンスを取っている。すなわち，日本は，まず韓
国とのFTA，次にASEANとのFTAを早期に実現した後，中国との交渉に入る
方針である。日本は，長期的には韓日中FTAを進めるが，その前に，他の周
辺国とのFTAを先に締結することで東アジアでの自国の立場を強化し．その
次に中国とのFTA交渉に臨む戦略である。ここでも中国と日本の東アジアに
おけるイニシアテイブ競争が見られるが，最近，中国の経済発展に伴い日中間
での覇権的対立意識がより強くなってきたことは否めない。
韓国は，「北東アジア経済の中心的国家の建設」を国政課題として挙げ，韓
日中3国の政府間協議体である「北東経済協議体Jの設立を提案するなど積極
的な姿勢を見せている。韓国のこのような積極的な対応の背景には，韓日FTA
の締結による中国との通商摩擦を緩和するとともに，日中の覇権競争の中で仲
介者としての役割の強化を図るといった狙いがあるように見える。
東アジアにおける韓日中の3国は同地域における最も重要なプレーヤーであ
り，しかもその賦存資源，技術，巨大な市場から将来の東アジアの拠点（ハブ）
となる潜在力を持っており，経済的にはFTA成立の可能性が十分にあると考
えられる。しかし，前述したように，韓日中FTA形成には様々な制約要因が
存在している。特に， 3国聞のFTAと関連して，経済的問題よりも日中の対
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立などの政治的・歴史的問題の解決に向けて真剣に取り組むべきであろう。
韓日中3国間のFTA形成は，勿論最初から 3国間FTA締結を目指して協議
することがもっとも望ましいが，最近の流れから考えると，まず日韓FTAを
結び，それを出発点として日中韓FTAへの拡大を目指すのが最適のアプロー
チであると思われる。
(3) 韓・日・中FTAの必要性
1 ) 3国間の経済協力の現状
表2で示されているように，日韓中の3国は1970年代から90年代にかけて世
界平均を大幅に上回る高成長率を記録している。 1990年代にもアジア通貨危機
と日本の平成不況にもかかわらず，韓国が5.2%，中国は10.2%の成長率を達
成しており，特に，通貨危機以降，東アジア経済の中心が東南アジアから韓国，
中国を中心とした北東アジアに移ってきている。このような急成長によって3
固の経済規模は2002年基準で世界経済の約18.5%を占めるようになり，北米と
ヨーロッパとともに世界経済の3大軸のーっとして浮上している。
貿易規模でも，日韓中3国の過去30年間の伸び率が世界どの地域よりも高い
伸び率を記録している。 1970～2000年の聞の年平均伸び率を見ると，輪出が15.
9%，輸入が14.3%を記録し，両方ともに世界平均を大きく上回っている。世
界輸出に占める輸出比重も1980年の9.1%から2002年には13.2%まで上昇した。
次に，日韓中3国間の貿易・投資などの経済協力を見ると， 1990年代に入っ
てから域内貿易・投資など経済面での相互依存度が高まり，相互に重要なパー
トナーとして協力を強化してきている。まず，日韓中3国聞の貿易は， 1990年
代に入って増加勢を見せ，アジア通貨危機の影響で一時的に減少に転じたもの
の， 1999年から再び増加している。 3国聞の域内貿易比重も1990年の11.3%か
ら2001年には21.7%に増加している。
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表2 韓日中のGDP及び輸出成長率 単位・%
韓国 中 国 日 本 3国平均 世界平均
GDP 輸出 GDP 輸出 GDP 輸出 GDP 輸出 GDP 輸出
1970～79 8.8 33.5 5.6 24.5 4.6 18.1 7.6 25.3 3.9 18.3 
1980～89 9.0 11.8 10.0 11.3 3.9 7.7 7.6 10.2 3.0 5.0 
1990～99 5.2 8.8 10.0 13.4 1.0 4.7 5.0 8.9 2.3 5.9 
出所： DRI(2000),The World Economic Outlook, Third Quarter, IMF, 
Direction of Triαde Statistics, Yearbook. 
表3 韓日中の経済規模及び対世界比重（2002年）
GDP (10億ドル） 輸出 o億ドル） 人口（10億人）
規模 世界比重 規模 世界比重 規模 世界比重
日韓中 569.8 17.7 173.3 13.2 1.46 23.6 
EU 863.7 26.8 465.8 36.8 0.38 6.1 
NAFTA 1,180.9 36.7 267.2 21.1 0.42 6.8 
出所： GlobalInsight DRI-WEPA, World Overview, March 2003. IMF, 
Direction of Trade Stαtistics, Yearbook, June 2003. IMF, 
Int emαtional Financial Statistics, April 2003. 
日本にとって，中国はアメリカに次ぐ第2位の貿易対象国になっている。日
本の対中貿易は， 1990年代には5倍近くまで拡大し， 2002年基準で日本の総輸
出入に占める対中比重は輸出が9.6%，輸入が18.3%である（いずれも香港除
く）。一方，日韓貿易も，通貨危機以降韓国経済の回復とともに両国間の貿易
も急速に回復に向かつており，韓国と日本はお互いに第3位の貿易対象国であ
る。韓国と中国聞の貿易は， 1992年国交樹立以降年平均30%以上の急速な伸び
率を記録したが，アジア通貨危機で一時的に減少した。しかし， 1999年から回
復に向い， 2001年からは中国が日本を抜いて韓国の第2位の輸出対象固になっ
た。
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また， 3国間の貿易収支では，韓国は対日貿易赤字が，日本は対中貿易赤字
が，さらに中国は対韓貿易赤字が，それぞれ続いている。このような貿易構造
は，韓国と中国の産業構造が高度化することによって日本からの資本財や中間
財の輸入が増加していること，特に，韓国と日本の産業構造が競合的関係にあ
ることなどが主な要因である。
表4 日韓中の3国間の貿易比重推移 単位：%
日 本 韓 国 中 国
対韓国 対中国 対日本 対中国 対韓国 対日本
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
1985 4.0 3.2 7.1 5.0 15.0 24.3 0.1 0.5 。。22.3 35.7 
1990 6.4 5.0 2.2 5.1 19.4 26.6 0.9 3.2 。0.4 14.7 14.2 
1995 7.1 5.1 5.0 10.7 13.6 24.1 7.3 5.5 4.5 7.8 19.1 21.9 
1998 4.0 4.3 5.2 13.2 9.2 18.1 9.0 7.0 3.4 10.7 15.2 20.2 
1999 5.5 5.2 5.6 13.9 11.0 20.2 9.5 7.4 4.0 10.4 24.4 20.4 
2000 6.4 5.4 6.3 13.5 11.9 19.8 10.7 8.0 4.5 10.3 16.7 18.4 
2001 6.3 5.0 7.7 16.6 11.2 18.9 12.1 9.4 4.7 11.6 16.9 17.6 
2002 6.9 4.6 9.6 18.3 9.3 19.6 14.6 11.4 4.8 9.7 14.9 18.1 
出所： IMF,Direction of Trade Statistics, Yearbook. 
次に，地域経済統合を促す重要な推進力である域内直接投資を見ると，域内
貿易に比べ極めて低い水準である。日韓中における域内直接投資の動きを見ると，
1990年代前半に急増し， 90年代後半には減少に転じるなど過去10年間に大きく
変化している。 3国聞の域内向け直接投資のシェアは1990年の2.3%から1995
年には9.8%に増加し，その後2000年には6.1%に下がった。
このように， 3国における域内向け直接投資水準が低いのは，主に日本の対
中国直接投資の不振によるものである。現在，中国に対する日本の直接投資は，
日本の対外直接投資総額のわずかな割合を占めるにすぎない。 2002年末の日本
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の対外直接投資残高内訳を見ると，対米46.0%，対EU23.1%，対ASEAN9.8%,
対中国（香港除く） 4.0%，対韓国1.7%となっており，日本の対外直接投資が
主として先進国向けであることが分かる。また，中国は韓国からの直接投資の
最大の受け手の一つであり，韓国の対中国直接投資が2002年になって急増した
にもかかわらず（前年比26.4%増），中国の対内直接投資に占める韓国の比重
は2002年基準で5.2%に過ぎない。さらに，中国及び韓国から日本への直接投
資は依然として極めて少なく，このことも北東アジアの域内直接投資水準が低
いことのもう一つの要因となっている。 しかし，日韓両国の対中直接投資が
2001年から増加するなど域内投資が再び増加しつつある。これは，中国がWT
Oに加盟したことにより中国の投資環境が改善されたことなどによるものと考
えられる。
以上のように，韓日中3国は貿易・投資などの域内経済協力面で， NAFTA
やEUと比べてかなり遅れているのが実情である。たとえば， 2002年基準で，
北東アジア3国の域内貿易，投資の割合はそれぞ、れ21%と11%に過ぎなく，同
じ， EUの61.4%,52%, NAFTAの46.2%,21.2%に比べて非常に低い水準に
留まっている。つまり，それは経済協力の潜在力がそれほど大きいこと，そし
てFTAによる経済効果が期待できることを意味しているといえる。
2 ）域内経済活性化
日・韓・中の3園はともにフルセット型の自立的産業構造を築こうとしてき
たため，産業基盤が非常に厚く産業構造も似ているが，その一方で，相互補完
性も高い。それゆえ 3国間でFTAが形成されれば，関税・非関税障壁の撤廃
などによる域内貿易・投資が増加し，各国の産業構造の再編と産業集積による
規模の経済などで競争力の向上に繋がるであろう（注7)。日本の高い技術力と資
本，韓国の生産技術と発展の経験，中国の豊富な労働力と賦存資源という各国
の比較優位を前提とすれば，域内の経済協力は生産拠点と財・サービス市場だ
けではなくいろいろな協力が考えられる。生産拠点としては，日韓中の産業構
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造の類似性から 3国間のM&Aや企業間提携を通じた産業調整が重要になると
思われる。また，技術市場としても技術提携， OEM調達，研究開発協力，戦
略的提携などが考えられる。 3国にとって，相互補完性を生かした域内分業体
制が構築されれば，お互いに競争相手ではなく，強い協力者になるであろう。
そのためには，産業構造調整を引っ張っていく力がある日本が，より積極的に
産業構造転換を進めていくことが必要となる。
今後多くの分野で競合関係が予想されるなかで， 3固での協力が可能な産業
分野も多いと思われる。労働集約型産業が中国に集中しつつある一方で、，自動
車，造船，半導体などの資本集約型産業においても日韓中3国聞の企業による
戦略的提携や生産の棲み分け・共同マーケティングなども期待できるであろう。
実際に，鉄鋼では，日本の新日鉄・韓国のPOSCO・中国の宝鋼集団による協
力関係，また日本の三洋電機・中国のハイアール集団・韓国の三星電子による
ネットワーク家電での提携などの3国聞の有力企業が連携する動きも出てきて
いる。また，情報・通信，金融，流通などの知識集約的産業・サービス分野で
も相互協力により， 3固が共にレベルアップできると思われる。
韓日中FTA形成には乗り越えなければならない多くの経済的・政治的障害
もあるが，その地理的な近さや経済・市場の類似性は，この地域におけるFTA
の及ぼす成果への可能性を示唆している。
3）戦略的側面の重要性
韓日中FTAは東アジア地域における 3国の経済・政治面での比重から見て
も，東アジア自由貿易協定（EAFTA）の推進力になりうる。 EU, NAFTAを
中心として拡大している世界経済のブロック化に対抗し，東アジアを北米，ヨー
ロッパとともに世界3大経済固として発展させるための土台としても日韓中
FTAの重要性は高まっている。
さらに，北東アジア3国におけるFTAは域内安全保障や国際的な地位向上
にも貢献する。すなわち， 3国聞のFTAは韓国，日本，中国における政治・
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理念・歴史認識の差などによる葛藤関係を解消するための有効な手段にもなり
うる。東アジアにおける経済協力及び安全保障の議論において中国の存在は無
視できない。中国は経済が安定するとともに急速な成長を遂げており，
WTO加盟以降市場開放を加速化し，関連制度・法律も改善しつつある。韓国
と日本は国益にもかなうような形で中国との協力をさらに深めるべきである。
韓日両国にとって， 3国聞のFTAは中国市場参入への有効な手掛かりとな
るとともに，中国との幅広い分野での協力関係を強化することにもなる。韓日
中の3国は経済的面だけではなく政治・安保面でも非常に重要なパートナーで
あり， 3国のFTAは東7ジアにおける葛藤や覇権競争を解消し，共存共栄の
ための協力関係の構築を通じて地域の安定に貢献することになる。特に，朝鮮
半島の安定に強い影響力を持つ中国と日本と韓国の関係強化は，北朝鮮の開放・
改革への誘導を通じた緊張緩和とともに長期的には北東アジア地域の安定にも
寄与する。すなわち，韓日中の3カ国間の経済連携協定（EPA）やFTAなど
の経済協力体制の構築は経済だけの問題ではなく，地域紛争のリスク軽減のた
めの地域調整プラットフォームを構築するという極めて基本的な課題への取り
組みであるといえる。
要するに，韓・日・中は相互の利益を考え，経済的協力だけではなく，より
広い分野での協力を拡充するための長期的な戦略に基づいて相互信頼関係を醸
成することで政治的関係の改善にも努力していくべきである。すなわち， 3国
の政府や企業は，このような積極的な次元から地域統合を展望し，その方法を
模索する必要がある。
4.韓・日自由貿易協定への展望
( 1) 韓日FTAの推進経緯
1990年代半ば以降，日本と韓国はWTOを軸とした多国間の貿易自由化路線
から二国間及び地域の自由貿易協定重視へと傾斜し始めた。そのなかで韓日両
国がFTAの議論を進めた背景には，両国ともに世界大潮流である地域経済統
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合に取り残されるのではないかとの危機感が高まったこと，また日本及び韓国
企業聞の競争関係の解消と戦略的提携の拡大，中国の浮上に対する共同対応，
北東アジア地域の政治的安定など多様な要因が作用したと見られる。
両国間のFTAに関する公式的な協議は1998年までさかのぼる。韓国の金大
中大統領は， 1998年10月の訪日時“21世紀新しい韓日パートナーシップ行動計
画”のなかで韓日FTA共同研究の推進を提起した。これを受けて両国政府は
1998年から 5年間に渡って両国の政府傘下の研究機関を中心とした共同研究，
業界間ビジネスフォーラム，産学官共同研究会などの願にFTA議論を発展さ
せてきた。さらに， 2002年3月の首脳会談では産学官メンバーからなる共同研
究会の設置に合意し，これを受けて会合を重ね， 2003年10月にソウルで聞かれ
た第8回の共同研究会で最終報告書をまとめた。同報告書は，両国間のFTA
は，関税・非関税障壁の撤廃により貿易・投資の拡大などの経済的利益のみな
らず，非経済的分野での友好調係を強化することで両国双方に有益であり，東
アジアの平和と繁栄にも寄与すると結論付けた｛削）。そして，同報告書は，両
国政府は合理的な期間内に包括的なFTAを締結すべく，早期に交渉を開始す
ること，また産業界，学会への協力を勧告し，産学官一体となって，一般国民
の支持を広く呼びかけることの2点を提言している。
このような共同研究会の提言を受けて，両国政府は2003年12月22日，韓日
FTAに向けた第1国政府間協議を開き，両国間のFTAでは，例外品目を設けず，
財・サービスなど包括的な分野を対象とする基本原則を確認するとともに，貿
易関税などの6分野で作業グループを設けて協定作りを進めることを決めた。
また，両国政府は今後2ヶ月に 1度のペースで全体会議を聞き， 2005年中の交
渉妥結を目指している。
(2) 韓日FTAの必要性
1 ）経済的効果
経済的利害関係が大きい隣接国家同士が自由貿易協定を締結し，加盟国間の
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貿易を活性化し，投資を増大させ自国の経済的な利益を図ることは既に世界的
な趨勢になってきた。
日本と韓国はアジアを代表する先進国であり，経済・産業構造も類似してい
る隣り合った先進国同士である。世界の隣り合った 2つの先進国でFTAを締
結していないのは韓国と日本のみであるように，雨国はこれまで地理的近さや
経済・市場の類似性を十分に活用することができなかった。両国の企業は重複
する産業に投資し，さらに欧米などの第3市場で競争することで互いに損失を
被ってきた。韓国と日本は重複投資及び過剰投資を解消し，海外市場で両国企
業の競争を回避するための議論を進めてきたが現在までも大きな効果がなかっ
たといえる。これは政府レベルでの制度的措置の導入なしに民間企業レベルで
の協力だけでは重複投資の解消や競争緩和に限界があるということを表してい
る。
韓日FTAの経済的効果と関連して，両国の経済構造の類似性と競争力格差
による調整コストの大きさなどから過小評価する議論も多い。実際に，韓国と
日本はお互い重要な協力パートナーであるといっても，韓国の慢性的な対日貿
易収支の赤字が両国経済協力の最大の懸案になっており，直接投資も日本の対
韓投資が中心になっている（表5. 6参照）。
しかしながら，両国間のFTAが締結されると関税・非関税障壁の撤廃によ
る市場拡大，世界市場での競争関係解消，戦略的提携などによる重複・過剰投
資の解消などの経済的利益が期待される。すなわち 日韓FTAの締結に伴い
表5 韓国の対日貿易収支推移 単位：百万ドル
1997 1998 1999 2000 2001 2002 
輸 出 147.7 122.4 158.6 204.7 165.1 151.4 
輸 入 279.1 168.4 241.4 318.3 266.3 298.6 
貿易収支 -131.4 -46.0 -82.8 -113.6 -101.2 -147.2 
出所：韓国関税庁
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対韓投資
対日投資
1995 
4.2 
1.05 
出所：韓国輸出入銀行
表6 日韓の直接投資推移
1997 
2.7 
1.01 
1999 
17.5 
0.98 
2000 
24.5 
1.19 
単位：百万ドル
2001 
7.7 
0.87 
2002 
14 
0.74 
産業構造は企業の水平的あるいは垂直的ネットワークが深化し，一層多様な分
業体制が形成されることになるであろう。また，両国間のFTAは，相互投資，
企業問提携などの産業構造調整を通じて競争力を持った企業を生み出すことに
なる。このような観点からすると，日韓FTAの経済効果として，投資の自由
化，戦略的提携などを通じた産業構造の再編や企業間協力を推し進めることが，
単なる貿易の自由化よりも，大きな利益をもたらすことが強調されるべきであ
る。
表7からも分かるように，韓国と日本の聞で相手国からの輸入のうち無関税
で輸入される比率は，日本が57.3%，韓国が28.3%であり，このことは関税が
撤廃されると日本のほうが有利であることを意味する。しかし，日本も韓国か
らの輸入のうち11.9%に当る1,109品目に対しては10%以上の関税を課してお
り，これらの品目に対しては関税撤廃によって対日競争力の向上が期待できる。
すなわち，関税撤廃の効果は，一方的に韓国が不利ではなく，産業別，品目別
に異なるといえる。
実際に，韓国の対外経済政策研究院，日本のアジア経済研究所などの研究結
果でも，日韓FTAは関税・非関税撤廃による静態的効果とともに，市場拡大
及び競争・投資促進効果などの動態的効果により両国の経済成長のポテンシヤ
ルが高まり，長期的には両国の成長率が上昇すると推定している。また，韓国
側が最も憂慮している対日貿易収支も，短期的には韓国の対日貿易赤字が増え
るが，長期的には改善していくとしている伽）。
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表7 韓国と日本の関税賦課比率
相互輸入金額 比重（%） 品目数（個）
韓国I) 日本2) 韓国 日 本 韓国 日 本
無関税 8,446 1,086 28.3 57.3 849 3,303 
10%未満 20,895 473 70.0 24.9 8,368 3,823 
10%以上 508 57 1. 7 3.0 1,944 1,109 
その他 7 279 14.7 76 1,068 
合計 29,856 1,895 100.0 100.0 11,237 9,303 
注： 1）単位は百万ドルである。 2 ）単位は百万円である。
出所： Korea-JapanJoint Study Group(2003), Korea-Japan Free Trade 
Agreement Joint Study Group R巴port,p.23. 
2 ）戦略的側面の重要性
韓日FTAは経済的効果とともに，拡大・深化する地域主義への対応，北東
アジア及び東アジア経済統合のための戦略的な側面でも少なくない重要性を持っ
ている。すなわち，韓日FTAは北東アジアFTA，さらに東アジアFTAのため
の重要なステップとして認識されなければならない。
現在の東アジアFTA形成へのイニシアティフ。を取っているのは中国であり，
韓日両国は今後の北東アジアあるいは東アジア経済協力に関する論議では中国
の急浮上を考慮しなければならない。すなわち，韓日両国は中国との協力関係
を強化しながら，中国の浮上を牽制しなければならない立場に置かれている。
しかし，韓日中FTA及び東アジアFTAは，前述したように中国の経済状況や
日本と中国の覇権競争などの政治・経済的状況から見て短期的には進展が期待
できない状況にある。特に，経済発展水準，経済体制などの経済論理から見る
と，経済・政治的条件の整っている韓国と日本の間のFTAを先に進め，今後
与件が成熟したときこれを北東アジア，東アジ、アへと拡大していくことが望ま
しいプロセスであるといえる（桂川。こうした側面から見ると，韓日FTAは北東
アジア経済統合の第一歩として，そして東アジア経済統合の求心点としての役
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割を果たすことになるであろう。
さらに，韓円FTAによって生まれる両国間の高度な信頼関係が，経済分野
のみならず，安全保障面でも大きな意味を持つことになる。日韓FTAを出発
点として，北東アジアFTA，東アジアFTAの成立は域内国家聞の覇権追求に
よる競争を弱め，域内の安定及び国際社会での地位向上にも寄与できる。
これらのほかにも多様な形態の利益が発生するが，韓日FTAにともない両
国企業が採択した生産技術，製品規格，流通及びアフターサーピスなどについ
ての標準を，東アジア域内に拡散・定着させることによってアジア的標準を形
成できる。このような標準が米国 EUなど欧米の標準と相違する場合にも，
国際的標準に関する協議で地域的力量を充分活用できると考えられる。要する
に，韓日FTAは経済的な側面だけではなく，北東アジア及び東アジア経済統
合を主導するための戦略的な側面からも，その必要性が非常に高いといえる。
(3) 韓日FTA締結への課題
日本と韓国は2005年中のFTA締結を目指して政府間交渉を始めた。とは言
うものの，両国内では依然として否定的な意見も多いのが実情である。特に，
韓国の場合，韓日FTAについて肯定的な側面よりは否定的な側面がもっと浮
かび上がっている。両国間におけるFTA締結による貿易・投資の自由化は，
市場メカニズムを通じた競争を促進することであるから，基本的に強い競争力
を持つ企業が有利になり，そういう面で韓国としては大きな調整コストを強い
ることになる。すなわち，日本が規模の経済・範囲の経済が働く産業や技術集
約的な産業を多く受け持つことになる。規模の経済・範囲の経済が働色技術
が重要な産業では，拡大がさらに次の拡大を導くという内生的発展の活力を持
つものが多く，その産業の域内国での構造調整が動態的な利益の配分を決める。
この点で韓国側は不利になることが考えられる（注11)0 しかし， FTAが結ぼれて
も即座にあらゆる製品に対して関税が撤廃されるのではなく，相当の期間の関
税低減スケジ、ユールによって段階的に調整されるのが一般的である。自由貿易
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協定の形態は決まったものではなく当事国間で作るものであるため，自由貿易
協定の締結に関する論議が多ければ多いほど両国に有利な経済協力の枠組を構
築できる。
このように韓日FTAを推進するためにはFTAに関する両国の国内支持基盤
を確保することが何より重要であり，両国政府はFTAの経済的効果と戦略的
な重要性について園内の理解を向上させるように努力しなければならない。そ
のためには，政府は積極的な情報公開，圏内の利害関係者との情報共有及び意
見収数などの努力が必要である。また，両国にとっての相互利益（Win-Win)
になるようなFTAの中身を設計するためには，両国は囲内の比較劣位部門に
対する保護の次元よりは，それらの劣位部門の競争力向上という次元からアプ
ローチしていくことが重要である。
さらに，両国にとってはどの固とのFTA交渉よりも政治・歴史的な問題が
大きな影響を与えることになる。実際この問題が両国間FTAの締結において
最も大きな障害要因になるという指摘さえ少なくない。歴史教科書問題や日本
の首相の靖国神社参拝問題などが両国間経済交流に否定的な影響を与えたこと
もあり，両国間のFTA締結にはこうした政治的・社会的な変数が少なくない
影響を与える。したがって，両国政府は，このような政治的・社会的な葛藤要
因を解消するための信頼関係醸成にも格別な努力をしなければならない。特に，
両国はFTA後の域内の利害関係国である中国，北朝鮮との関係に対する基本
原則及び方向も明確にしなければならない。中国と北朝鮮は，中国の急成長と
日中覇権競争，北朝鮮で生産された商品の原産地規定問題，北朝鮮と日本との
国交正常化問題及び栓致問題など複雑な利害関係とも絡んでいるためである。
これらの政治的・社会的な葛藤要因はかえってFTA締結を促進させる可能
性もある。例えば，ヨーロッパ統合の始発点が経済協力を強化することによっ
て， ドイツとフランスの戦争を抑えようとする目的で出発したことは周知の事
実である。したがって，韓国と日本のFTAは両国の聞の過去の対立や葛藤関
係を清算し，真のパートナーとして新たな関係を制度的に構築することを意味
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する。すなわち，韓国と日本，そして東アジア地域の政治的・社会的な葛藤の
解消による関係改善のための最も基本的な接近方法は， FTA締結を通じて経
済協力を強化することであるかもしれない。
5.示唆点
FTAを中心とした地域主義の拡散趨勢は地域貿易協定自体が持つ拡散効果
（いわゆるドミノ効果， DominoEffects）などで今後も持続されるであろう。
既存の地域貿易協定の連係が大規模に加速されることによって，域外国の経済
的損失が拡大することになる。特に，北東アジア地域は他の地域と比べてまさ
に“地域協力の真空地帯”となっている。欧州各国が戦後いち早く共有すべき
未来の姿を明確にし，経済統合を実現した軌跡、とはあまりにも異なった状況に
あり，これらの地域と対比すれば韓日中の現在の課題がより鮮明に浮かび、上がっ
てくる。
今後，東アジア地域でも国家間・地域防の経済的相互依存度が高まる中で，
国際的枠組，地域的枠組が変化し，その中での国際協力・地域協力が進んでい
くと思われる。そのなかで，バランスを取れた東アジア経済共同体の形成のた
めには，同地域の中核である日本，韓国，中国の協力体制構築への努力が不可
欠である。韓日中3屈が北東アジア地域に占める政治・経済的比重の大きさか
ら言っても， 3国聞の経済協力体制が事実上の東アジア経済協力の枠組作りの
プラットフォームになると思われる。しかしながら，東アジア経済共同体形成
は，その機運が盛り上がっているにもかかわらず，域内各国聞の経済格差など
の多様性のために欧州や北米などに比べて統合が容易でないことは確かである。
だからこそ，韓・日・中の3国が求心力を強めるための協力と努力が必要で、あ
り，今後3国間のFTAを含む東アジア経済共同体をいかに進めていくかにつ
いての理念や方針を確立することが必要であろう。特に，これまでアジア重視
政策を上げながらも実際には政治・経済・外交・安全保障などのあらゆる面で
対米一辺倒の政策を取ってきた日本が一層の政治的リーダシップを発揮すべき
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であろう。
前述したように韓日中3国のFTAが歴史問題などで困難であるとしたら，
まず，出発点として韓日FTAの早期締結を目指し，それをベースに北東アジ
アFTA，東アジアFTAへと徐々に域内統合を拡大していくしかないであろう。
そのような状況の中で韓国と日本は東アジアの先進国として，アジア経済の今
後の発展を牽引するパートナーとして，今後，さらに広範な経済・政治的連携
をめざしながら政治的リーダシップを発揮すべきである。
＜？主＞
1 ）地域統合は，その統合の度合いによって従来は自由貿易地域（FreeTradeArea），関税
関盟（CustomsUnion），共同市場（CommonMarket），経済同盟（EconomicUnion), 
完全な経済統合（Completeeconomic Union）などの5つに区分されていた（Balassa,
1961)。
2) GATT第24条とは，①実質上すべての貿易を自由化する，②10年以内にFTAを実現させ
る，③FTAを締結する前よりも他の固に対する貿易障壁を高めではならない，の 3つであ
る。
3) FTAの経済効果についてのサーベイは通商白書（2002.p.162～172）などを参照。
4）東アジアの範囲は，地理的な近接性，貿易・投資などの経済実態における相互依存性の強
さ，企業活動の展開範囲などの実態を考慮すると， ASEANlOカ国＋3（日韓中）が基本と
いえる（通商白書， 2003,p.185）。
5 ）このような現象を麺が絡み合って解れにくいことにたとえて「スパゲテイ・ボール
(Spaghetti bowl）現象」と呼ぶ。
6) AFTAは共通実行特恵関税 (CEPT）制度によりASEAN6カ国は2010年まで，残りの
CLMV4カ国は2015年までにCEPT対象品目の関税を撤廃することを目標としているが，
マレーシアが自動車部品関連品目のCEPT対象品目への移行を2005年まで延長しており．フィ
リピンも石油化学製品については一時除外を求めるなど，一部センシティプ品目に対しては
実施が遅れている。
7）韓日中FTAの経済効果についてはInkyoCheong (2003, p.15～20）参照。
8）間報告書の結論は，①韓日FTAは，両国双方にとって有益であり，両国のパートナーシッ
プの象徴足り得る，②韓日FTAは，包括性（関税・非関税措置，幅広い分野における自由
化・円滑化及び協力），実質的自由化，相互利益の拡大， WTOルールとの整合性といった原
則の遵守が£＇、要，③両国の FTAにより影響を受けるセクターへの配慮が必要．④両国のFTA
は東アジアにおける地域協力を促進し，東アジアの平和と繁栄にも寄与しうる，などである。
9) KIEPの推計によると，中長期的には韓国の生産性が10年間で10～30%増加し， GDP及び貿
易収支が改善されていくとしている。
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10）韓日FTAは中国を孤立させ，韓日中のFTA形成を遅らせる可能性もある。また， 2国間FTA
は韓中FTAを先に結んでそれに日本が参加する案も考えられる。
11）平均関税率でも日本は2～ 3%，韓国は7～ 8%であり，これか宵屈の競争力の格差を反映
している。実際に，韓国では韓日FTAによって対日貿易赤字が拡大しかねないという懸念に加
え．精密機；械・自動車・電気機器産業など日本が高い競争力を持っている分野では，技術格差
が固定してしまうのではないかという不安が強い。
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